２００９年４月２７日

厚生労働大臣
舛　添　要　一　様

全日本自治団体労働組合
中央執行委員長　岡　部　謙　治
社保庁職員の雇用確保と年金記録問題に関する申し入れ
日ごろより厚生労働行政の推進に向けた貴職のご尽力に、心より敬意を表します。

さて、日本年金機構（以下、機構という）設立委員会は、2009年4月30日の第８回委員会において職員の採否を決定する予定と聞いています。また、厚生労働省本省・地方厚生局への転任についても、同様の日程で内定されるものと承知しています。

政府においては、「分限免職回避に向けてできる限り努力を行う」との閣議決定をふまえ、機構の採用に至らなかった職員かつ厚生労働省への転任がかなわなかった職員にかかる分限免職回避・雇用の確保にむけた具体的措置が求められます。
さらには、国民が真に求めている年金記録問題の一日も早い解決をめざすため、現状の取り組み進捗をふまえ、大胆な対応方針や政策を打ち出すことも必要と考えます。
ついては、次の事項について申し入れます。

記

１．分限免職回避・雇用の確保を確実に行うこと。また、その具体策および取り組みスケジュールについて早期に明らかにすること。
これに関わっては、職員団体と真摯な協議を行うこと。
２．年金記録問題の一日も早い解決をはかること。そのため、機構に必要な予算と人員、体制の確保や、記録問題を総合的に対処する機関の設置など、すみやかに対応策を講じること。
３．当面、「ねんきん定期便」の対応や年金記録確認・再裁定の滞留事務の解消が大きな課題であることから、現社会保険庁の現場実態に即した体制強化をはかること。

以上







